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SEC取替原価情報の算定方法
および開示方法の実態
-NAAの実態調査にもとづいて一
明神信夫
I.はしがき
1973年の石油危機による世界的なインフレーションを背景として，企業の
個別の財や用役に及ぽす物価変動のインパクトを財務諸表に開示することが
いくつかの国において制度として行われるようになった。
周知のように， 1976年3月23日に， アメリカの証券取引委員会 (Securi-
ties and Exchanges Commission,以下 SECという）は， 一定規模以上
の SEC登録企業に対し，一定の項目について取替原価のデークを補足的に
(1) 
開示することを要求した会計連続通牒第190号(AccountingSeries Release 
No. 190,以下 ASR190という）を発表し， レギュレーション s-xに規
則3-17を追加した。 SECが企業に対して要求した取替原価情報の内容は
以下のとおりである。
(a) 年度末の棚卸資産についての現在取替原価の記載
(b) 販売された財や用役について，その販売時点の硯在取替原価を見積る
(1) Accounting Series Release No. 190, "Notice of Adoption of Amendment 
to Regulation S-X Requiring Disclosure of Certain Replacement Cost Data", 
March 23, 1976, in Accounting Series Releases and Staff Accounting 
Bulletins (CCH, 1977), pp. 342←3430. 
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ことによる売上原価概算額の記載
(c) 年度末の生産設備について，その設備更新に要する現在取替原価及び
その減価償却累計額控除後の現在取替原価の記載
(d) 生産設備の現在取替原価の年度平均値にもとづいて算定した減価償却
概算額の記載
(e) 上記(a)~(d)の各項目の金額を算定するのに用いられた方法等の記載
(f) その他経営者が知っていることで，上記(a)~(e)の情報に関して誤解を
防ぐために必要と思われる追加情報の記載
この規則の適用 (1976年12月25日以降に終了する会計年度から適用され
た。）を受けて上記取替原価デークを開示した企業は， 金融会社を除く約
(2) 
1,000社であった。
しかし，＇財務会計基準審議会 (FinancialAccounting Standards Board) 
(3) 
が1979年9月に財務会計基準書第33号「財務報告と物価変動」を発表し，こ
(4) 
の中に硯在原価の情報をも取り入れたことによって， SECは ASRNo. 271 
を制定し，このASR190を削除した。 ASRNo. 271は， カレント・コスト
情報の開示が FASBの基準書第33号の指示通りに実施されることを条件に
して， 1980年12月25日以降に終了する会計年度の財務諸表から ASR190を
適用しないことを表明したものである。したがって ASR190は，この間の
4年間適用されたことになる。
この ASR190は，当時，企業に対する物価変動の影響額を開示する諸方
法のうちで，制度化されるならば一般物価水準変動会計の方式だと思われて
いたものを，個別価格変動会計の方式に大転換させたという意味で大変重要
な規則である。本稿では，この ASR190の適用を受けた企業が，要求され
(2) "SEC Adopts Disclosure Rules for Replacement Cost", The Journal of 
Accountancy, May 1切6,p.11. 
(3) FASB, Statement of Financial Accounting Standards No. 33, F加mcial
Report切ga叫 ChangingPrices, September 1切9.
(4) Accounting Series Release No.町1,"Deletion of Requirement to Disclo-
sure Replacement Cost Information", October 23, 1切9.
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た取替原価データを実際にどのように作成したのかを，主として全米会計士
協会 (NationalAssociation of Accountants, 以下 NAAという）の調
査研究書である MelvinC. O'Connor and Gyan Chandra, Replacement 
Cost Disclosures: A Study of Compliance with the SEC Require-
(5) 
ment において記載されている実態調査の結果にもとづいて検討すること
にしたい。なお本稿では，この調査研究書に記載の次の 2つの実態調査にも
とづいている。 1つは， ASR190の影響を被った会社のうち474社の株主向
アニュアル・リポートと SEC提出用報告書の両方にもとづいて，取替原価
(6) 
情報の開示状態を調査したものであり（以下，この調査を RC開示調査と略
す）， 2つ目は ASR190を実施した会社へのアンケート調査である（以下，
アンケート調査と略す）。アンケート用紙は 1977年 8月に1,059社に送付さ
れ，そのうち610社から回答を得られたのであるが， 本稿では，このうちこ
(7) 
の時点までに実際に ASR190を実施していた512社の回答にもとづいて検討
することにする。
I.取替原価データ算定方法の実態
SECが登録会社に要求した取替原価データは， 基本的には先に述べた 4
つの数値，すなわち取替原価による棚卸資産，売上原価，生産設備そして減
価償却費なので，それぞれが主としてどのような方法を用いて算定されたの
(5) NAAは， ASR190の発表に伴い，一連の取替原価調査プロジェクトを開始
した。この調査研究書は 3番目のものである。なお 1番目は， 1976年6月の
Burson-Marstellerによる Effectsof SEC Accounting Series Release No. 
190 on Companies and Investorsであり， 2番目は1977年2月の O'Connor,
Grant and Sollenberger による ReplacementCosting:. Complying with 
Disclosure Requirementsである。 (MelvinC. O'Connor and Gyan Chandra, 
Replacement Cost Disclosures: A Study of Compliance with the SEC Re-
quirement, 1978, p. 1.) 
(6) Melvin C. O'Connor and Gyan Chandra, op. cit., p. 36. 
(7) Ibid., pp.149~150. 
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かを検討することにするが，その前に，規則の適用上の解釈あるいは実務上
(8) 
の取扱いに襲連して発表された職員会計通達 (StaffAccounting Bulletin, 
以下 SABという）において明らかにされた一般的なタイプの 4つの取替原
(9) 
価測定技術について筒単に述べておこう。
（イ）指数法一この方法は，財や用役の取得原価に，当該財や用役の価格変動
を反映する適切な指数を適用することによって，取替原価を算定する方法で
ある。この方法は一般的には，当該資産に何ら重要な技術的変化の生じてい
ない場合や，資産が比較的新しいものである場合，あるいは取得原価の記録
が，製造年度毎にまたは取得年度毎に保持されているか，またはそれが容易
(10) 
に算定可能であるような場合に適用される。なお，この指数法には，外部の
公表されている指数を利用する場合（外部指数法）と，それが利用できない
(11) 
場合には，内部で指数を作成して用いる場合（内部指数法）とがある。
（口）直接評価法一これは現在取替原価を見積るための最も正確な方法であ
り，例えば，製造業者のカタログ，売手からの価格表や相場表，技術者から
の見積書等にもとづいて直接算定する方法である。この方法は，取替資産に
ついての価格が容易に入手できる場合や，取替えようと思う新しい設備が，
既存の設備とはデザインや技術の変化等により相当に異なる場合や，注文生
(8) Staff Accounting Bulletins, in. Accounting Series Releases and Staff 
Accounting Bulletins (CCH, 1977), pp. 5120~5155. SABについては下記
の文献において翻訳されている。なお ASR190に関連して発表された通達は第
7,9,10,11,12および13号である。辰巳正三， 勝島敏明稿「SEC基準による取替
原価情報開示の全貌」産業経理， Vol.37, Nos. 8, 9, 1, 12, Vol. 38, Nos. 
1, 2, 4. 
(9) 取替原価測定技術については， SABのほかに下記の文献を参照されたい。
Coopers & Lybrand's Report to Management, Practices and Techniques 
for Replacement Cost Reporting, Coopers & Lybrand, 1976.拙稿「SEC
取替原価情報算定へのアプローチ」阪南論集社会科学編第15巻第4号， 31~
34頁。
(10) Coopers & Lybrand's Report to Management, op. cit., pp. 33, 42. 
(11) Ibid., pp. 50~51. 
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産を必要とする非常に特殊な機械装置を調達しようと想定する場合等に適用
(12) 
される。
（ハ）単位評価法一この方法は，例えば， 建物床面積 lm2当りの取替原価を
算定して，取替えを想定した建物の床面積に乗じて算出する方法であり，標
準的なクイプの建物等のように，単位原価情報の容易に入手可能なものに適
(13) 
用される。
（二）機能的評価法一この方法は，製品1単位当りの設備の原価にもとづいて
取替原価を算定する方法である。この方法は一般的には，生産物が連続して
流れる装置工業の生産設備に適用されるものであって，工業組合，商業出版
物，政府機関等から生産高単位当りの設備原価に関する統計数値が入手でき
(14) 
る場合に適用される。
基本的にはこの4つの測定技術が用いられて取替原価額が測定されるので
あるが，例えば生産設備の取替原価を算定するのに上記のうちのどれか1つ
の方法が適用されるというよりは，むしろいくつかの方法が組み合わされて
適用されるのが通常である。
1. 棚卸資産の取替原価算定方法
表1は， SEC提出用報告書にもとづいた RC開示調査によるものである
が，この表からわかるように，棚卸資産の評価に当っては全体では直接評価
法が最も多く用いられ (20.16%），次に内部指数法 (19.48%），先入先出法
(17.73%），標準原価 (12.72%）の各方法が続いている。 しかし， これを
産業別に見るならば，鉱業や非耐久財産業の場合，最も多く用いられた方法
が直接評価法であるのに対し，耐久財産業の場合には， 1位は内部指数法で
あり，直接評価法は4位となる。また輸送業の場合には1位が歴史的原価で
あり，通信業，電カ・ガス・水道業の場合には直接評価法である。そして商
(12) Ibid., pp. 31-・32, 35-・36. 
(13) Ibid., pp. 32, 38. 
(14) Ibid., pp. 32~33, 40~41. 
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業の場合には，先入先出法が最も多く用いられているのである。なお，この
表からわかるように，一般的に，用いられた方法の合計数は被調査会社数を
超えている。これは，棚卸資産の取替原価を見積るのに， 1つの会社で複数
の方法が用いられていることを示している。このことは，後で述べる売上原
価や生産設備の場合にも同様である。
一方，表2は，アンケート調査にもとづいたものであるが，この調査によ
ると最も多く用いられた方法が先入先出法の近似値であり，次に直接評価
法，標準原価法，内部指数法と続いていることがわかる。表1と比較して表
2の方が先入先出法を用いている会社の割合が高いのは，表1の被調査会社
と表2のアンケートに答えた会社とがかならずしも一致していないことにも
よると思われるのであるが，その他に，表1の歴史的原価の中には当然にそ
の内容として先入先出法も含んでいるが，そのことの表硯が財務諸表への記
載には歴史的原価としてしか表わされていないことにもよるのではないかと
思われる。
表2 1976年度末棚卸資産の取替原価算定方法（アンケート調査）
方 法 採用会社数 I 対答会す社る割(5合12) 使用最方い法るもの平く使均ランク問 l= 多 われて
先入先出法の近似値 225 44彩 1.32 
直接評価法 158 31 1.67 
標準原価法 156 30 1.41 
内部指数法 67 13 1.74 
サンプリング法 55 11 2.47 
産業指数法 45 ， 1.89 
一般物価指数法 44 ， 2.11 
その他の方法 42 8 1.33 
合 計 792 I I 
出所：MelvinC. ・ O'Connor and Gyan Chandra, op, cit., pp.157~158. 
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先に述べたように， 1つの会社が棚卸資産の取替原価を算定するのに複数
の方法を用いることがあるが，この場合に最も広範に使用する方法に1, そ
の次に使用する方法に2と順次回答者に記入してもらい，それを集計したも
のの平均値を出したものが表2の「使用方法の平掏ランク」である。先入先
出法の近似値は， 512社のうち44％の会社が使用したのであるが，使用方法
の平均ランクi.32は，同じ会社によって用いられた他の方法よりももっと広
範に用いられたことを示している。他方，サンプリング法は，産業指数法，
一般物価指数法あるいはその他の方法を使用した会社よりもより多くの会社
によって用いられたが，使用方法の平均ランクの2.47は，それを使用した会
(15) 
社においてはあまり広範には用いられなかったことを示している。
このように先入先出法は，直接評価法や標準原価法とともに，棚卸資産の
取替原価を見積るための方法として非常に多くの会社によって用いられ，し
かも，複数の方法を使っている会社の場合でも最も広範に用いられているこ
とがわかった。一般的に，棚卸資産の回転率が非常に高いか，あるいは棚卸
資産の価格変動が大変少ない時には，取得原価は事実上取替原価に等しくな
(16) 
るであろうし，またこのような場合，先入先出法で繰越された棚卸資産の額
は，それの硯在取替原価の見積高に近似することになるであろう。 SABに
よれば，この先入先出法を棚卸資産の現在取替原価の代替的方法として使用
することに関しては，取得原価を用いて計算した額が取替原価を用いて計算
した額と大差がなければ，取得原価による方法も隠められると述べている。
ただしこの場合には，取替原価と著しい差異がないという確証が必要とされ
(17) 
ている。
2. 取替原価にもとづく売上原価の算定方法
表3の SEC提出用報告書にもとづいたRC開示調査によると，取替原価
にもとづく売上原価を算定するのに，最も多く用いられた方法は内部指数法
(15) Melvin C. O'Connor and Gyan Chandra, op. cit., p. 158. 
(16) Coopers & Lybrand's Report to Management, op. cit., p. 48. 
(17) Staff Accounting Bulletins, op. cit., p. 5126. 
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SEC取替原価情報の算定方法および開示方法の実態（明神） （525)77 
表4 1976年度末の取替原価基準による売上原価算定方法（アンケート調査）
方 法 I 使用方最い法るもの平く均使ランク採会社数用 回に答対会す社る割(5合12) 1 = 多 われて
後入先出法の近似値 269 53% 1.12 
内部指数法 81 16 1.48 
一般物価指数修正による FIFO 43 8 1.44 
産業指数修正による FIFO 36 7 1.58 
サンプリング法 35 7 1.91 
その他の方法 104 20 1.22 
合 計 568 
出所： MelvinC. O'Connor and Gyan Chandra, op, cit., p.160. 
であり，次に後入先出法となっている。しかし，財務諸表に歴史的原価と記
載している企業が53社あり，この中には後入先出法を用いている企業も数多
いと考えられる。このことを表4のアンケート調査で見てみると，後入先出
法の近似値と回答した企業が最も多く，全体の53％の企業が使用している。
この表3と4との相遮は，棚卸資産の箇所でも述べたように，必ずしも同じ
会社が調査されたわけではないということや，アニュアル・リポートでの開
示の表現に進いがあることによるのであろうが，おそらく表4にあるように
後入先出法の方が多く用いられているように思われる。しかしいずれにせ
ょ，売上原価を取替原価で見積るために用いられた方法は，主として後入先
出法と内部指数法であると言えるであろう。また，表3の産業別に見た場合
でも，ほとんどの産業では，後入先出法かまたは内部指数法を用いている企
業が多い。ただ電カ・ガス・水道業（SICゴー ド49)は，平均市場価格を最も
多く用いており，食料雑貨店（SICコー ド54)は先入先出法を最も多く用いて
いる。売上原価を算定するのに複数の方法が用いられることもあるが，その
場合にも後入先出法の方が，同じ会社によって用いられた他の方法よりもよ
り広範に会社内で用いられている。ただ，棚卸資産の場合と比較すると，売
78(526) 第 30巻第 6 号
上原価の方は，複数の方法が用いられることは少ないようである。
棚卸資産のところでも述べたように， SABでは， 取得原価を用いて計算
した額が，取替原価を用いて計算した額と大差がなく，しかもそのことの確
証があれば取得原価による方法も是認している。したがって，後入先出法も，
また食料雑貨店が多く用いた先入先出法も，取替原価と大差のないことの確
証があれば用いられることになる。
8． 生産設備の取替原価算定方法
SECが取替原価による開示を求めた生産設備とは， 実質的に有形固定資
産として分類されるすべての償却資産を指している。したがって，無形固定
(18) 
資産や土地，建設仮勘定はここにいう生産設備には該当しない。
多くの会社は，生産設備の取替原価算定方法を開示するのに，生産設備の
項目毎にその方法を記載するのではなく，生産設備全体を一括じて算定方法
の記載をしている。表5は，そのように開示した企業の調査結果となってい
る。これによると，生産設備の取替原価を算定するのに最も多くの企業で使
用された方法は，外部指数法であり，次に直接評価法となっている。ただ，
食品，紙・バルプ，電ヵ・ガス•水道，そして百貨店の各産業 (SIC コード20,
26, 49, 53)には機能的評価法を用いている企業も多く，食料雑貨店(SICコー
ド54)の場合には単位評価法を用いている企業も多い。表6．のアンケート調
査の結果でも，最も多く用いられた方法は外部指数である産業指数(industry
indices)を用いた方法であり， 60％の企業が用いている。次は直接評価法で
あり， 59％となっている。しかし，表6の使用方法の平均ランクを見るなら
ば，同一企業で複数の方法が用いられている場合，その企業内で最も広範に
用いられた方法が単位原価評価法 (unitcost of capacity)であり，次は産
業指数法，そして直接評価法の順となっている。表2および4と表6とを比
・較すると，この使用方法の平均ランクの数値は，表6の場合の方が高くなっ
ている。これは，同一企業内において生産設備の取替原価を算定するのに用
(18) より詳しくは Ibid.,p. 5120~5121を参照されたい。
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表6 1976年度末生産設備の取替原価算定方法（アンケート調査）
方 法 採用会社数 1 回に対答す会社る割(512l合 1 使1用~方最い法るも多虎く均使わラれンてク
産業指数法 307 60% 1.83 
直接評価法 304 59 2.04 
単位原価評価法 232 45 1.81 
一般物価指数法 189 37 2.25 
機能的評価法 131 26 2.07 
内部指数法 95 1•9 2.39 
サンプリング法 48 ， 2.53 
その他の方法 78 15 2.29 
合 計 1,384 
出所： MelvinC. O'Connor and Gyan Chandra, op. cit., p.159. 
いられた方法の数の方が，棚卸資産や売上原価の取替原価数値を算定するの
に用いられた方法の数よりも多かったことを示している。これは，生産設備
の種類あるいは技術的陳腐化の程度が多様であるため，取替原価の算定には
種々の方法を用いる必要があったためと思われる。
表7と8は，機械設備と建物の取替原価算定方法を個別に開示した企業の
それぞれの調査結果となっている。表7によると，機械設備の取替原価を算
定するのに最も多くの企業で用いられた方法は直接評価法であり，次に外部
指数法となっており，この2つの方法が他の方法に比べ非常に多く用いられ
ているのがわかる。ただ航空輸送業 (SICコー ド45)の場合には，単位評価法
や内部指数法が多く用いられている。建物の場合には，表8で示されている
ように，最も多くの企業で用いられたのが単位評価法であり・，次に外部指数
法となっている。なお，化学およぴガラス・土石製品産業 (SICコー ド28,32) 
では，機能的評価法を採用している企業の数が外部指数法を採用している企
業よりも多く，ガラス・土石製品産業の場合には単位評価法を採用している
企業よりも多い。
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SEC取替原価情報の算定方法および開示方法の実態（明神） （531)83 
かくして，機械設備の取替原価算定にあたっては，多くの企業が直接評価
法か外部指数法のいずれか，あるいはその両方を用いており，建物について
は主として単位評価法が用いられている。そして，生産設備全体で捉えてみ
るならば， 外部指数法の方が直接評価法よりも多くの企業で用いられてお
り，しかも大多数の企業でそれが用いられているのである。
4. 取替原価にもとづく減価償却費
取替原価にもとづく減価償卸費を算定するには，生産設備の取替原価額，
残存価額，耐用年数そして償却方法が問題となる。取替原価にもとづく減価
償却費は，現在取替原価の年度平均値にもとづいて算定することになってい
るが，この点 SABによれば，償却資産の期首と期末における取替原価額を
(19) 
使用して年度平洵値を求めてよいことになっている。また，残存価額および
耐用年数は，取得原価による計算において現に用いられているものを，取替
原価による計算においても用いることになっている。そして，時の経過を基
準として償却されている資産については，定額法によって計算しなければな
らないことになっており，何らかの他の基準（例えば，利用高）にもとづい
て償却されている資産については，当該基準が取替原価による計算において
(20) 
用いられなければならないことになっている。
さて，このようにして算定された取替原価にもとづく減価償却費の一部
は，製造業の場合，棚卸資産の原価あるいは売上原価の一部を構成すること
になる。 RC開示調査によれば，棚卸資産の取替原価額を，この取替原価に
もとづく減価償却額を反映させるべく修正している企業はわずか31彩しかな
く，一方，取替原価による売上原価を，この取替原価による減価償却額を反
(21) 
映させるぺく修正している企業は40彩であると報じられている。またアンケ
ート調査によるならば，後者の取替原価による売上原価に取替原価による減
価償却額を反映させるべく修正をした企業は53%，修正をしなかった企業は
(19) Ibid., p. 5135. 
(20) Ibid., p. 3429. 
(21) Melvin C. 0℃onnor and Gyan Chandra, op. cit., pp．←5, 86, 90. 
84(532) 第 30巻第 6 号
29%,修正を必要としなかった企業は17鍬そして回答のなかった企業は1
(22) 
％という結果になっている。しかし，これらの数値から，取替原価にもとづ
＜棚卸資産およぴ売上原価の額が不正確に開示されたと断ずることは，必ず
しもできないであろう。なぜならば，アメリカの企業においては，減価償却
費を棚卸資産およぴ売上原価に配賦せずに，一括して損益計算書の一項目と
して開示している場合があるからである。例えば，表9のようにTRWInc. 
の Form10-Kによる取替原価情報では，売上原価から減価償却費を除く
とともに，その除いた額を販売費及び一般管理費の減価償却費といっしょに
減価償却費の項目に記載しているのを見ることができる。・一方，表10のよう
に，減価償却費を売上原価に含めて売上原価を修正している企業はもちろん
多数ある。このように減価償却費が売上原価に含められていない場合があっ
たり，逆に含められている場合もあるので，規則3-17{e)では，減価償却費
のデータにかかわって投資家等に誤解を与えないよう，表9およぴ表10で示
されているように，売上原価と減価償却費についての相互関連づけ (cross-
表9 TRW Inc.の取替原価情報（一部）
197眸 12月31日終了する 1年間
売上原価（減価償却費と，資産に計上され
ないファイナンス・リースに対する賃借料を
取得原価 見積取替原価
（単位： 100万ドル）
除く）．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．＄ 1,642.5 ・ $ 1,664.2 
減価償却費（売上原価に配賦されるべき取得
原価にもとづく減価償却費49.8百万ドルと取
替原価にもとづく減価償却費92.5百万ドルを
含む）．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．＄ 79. 9 § 130. 7 
出所： ArthurAndersen & C:o., Disclosure of Replacement Cost Data-Illustrations a叫
Analysis, May 1977, p. 93. 
(22) Ibid;, p. 161. 
SEC取替原価情報の算定方法および開示方法の実態（明神） （533)85 
表10 TRANS UNION Corp.の取替原価情報（一部）
1976年12月31に終了する 1年間
売上原価および用役費
（取替原価による糾3,500,000と取得原価に
よる紹9,200,000の減価償却費を含む）……………
販売費及び一般管理費に含まれた減価償却費………
出所：AxthurAndersen & Co., op. cit., p. 102. 
取替原価基準 取得原価基準
（単位：百万ドル）
260.5 254.7 
2.6 2.0 
reference)をしておくように要求しているのである。
5. 設備の取替にもとづく原価節約について
生産設備の取替原価を見積る場合，企業の設備取替に関する通常のアプロ
(23) 
ーチにもとづいて，硯在使用中のものよりも科学技術面でより優れたものに
取り替えることを想定して行うことがある。このような生産設備への取替え
を想定した結果として，直接労務費修繕維持費，動力費その他の経費の節
約が可能になると予想される。また，このような原価の節約を期待して取り
替えることを想定することもある。規則3-17(e)では，棚卸資産と売上原価
の取替原価を算定するに当って，このような原価節約を考慮した場合にはど
のような配慮を行ったかを記述しなければならないと規定している。この点
に関し SABでは，その節約が合理的に保証され，合理的な限度内で数量化
できる場合に限って，現在取替原価にもとづく棚卸資産および売上原価の計
算においてこれを考慮すべきであるとし，この場合にその原価節約の金額お
よび要素を開示することを要求しているのが規則3-17(e)の趣旨であると述
べている。さらにはまた，開示の別の方法として， SABでは，このような
(23) 設備取替に関する通常のアプローチについては， Coopers& Lybrand's Report 
to Management, op. cit., pp. 21...;29.を参照されたい。
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SEC取替原価情報の算定方法および開示方法の実態（明神） （535)87 
節約を現在取替原価にもとづく売上原価の数値に直接反映させないで，補足
的にそのような節約の性格と影響とを開示することでも良いと述べている。
そして，原価節約が合理的に保証されず，かつ数量化もされえないような場
合には，登録会社は，投資家に最も有用であると信じる方法でその節約の一
(24) 
般的な性格および影響を開示するよう奨励している。
表11によれば， 被調査会社の69.41％は， 原価節約があると予想できると
しながらもその額を表示していない。それに対して，原価節約を金額表示し
た会社はわずか5.7％にすぎず， しかも，このうち原価節約にもとづいて売
上原価を修正した会社は3.38彩にすぎない。そして， 23彩の会社は原価節
約を無視してしまっている。前述したように，原価節約が合理的に保証され
ず，かつ数量化もされえないような場合であっても，その節約の一般的な性
格および影響を開示するよう登録会社に奨励しているにもかかわらず，開示
を無視してしまっている会社が4分の1近くもあることは大いに問題といわ
ねばならないであろう。
それでは，原価節約について金額表示された実例を，表12の DanRiver 
Inc.の Form10-Kからみてみよう。 DanRiver Inc.は売上原価の要素
別に原価節約の額を開示している。だが，このように原価節約を要素別に計
算して開示した企業は，金額表示した企業の中でもごく少数であり，一般的
には，要素別ではなく，一括して原価節約額を開示している方が多いと思わ
れる。
前述のように，調査された企業の約7割が原価節約額を開示してはいない
が，それら企業がこの原価節約についてどのような表現でその影響等を開示
したのかを， GeneralMotors Corp.の例を示しておこう。 GeneralMotors 
Corp.の Form10-:-:Kにおいて開示された非監査取替原価情報の中では次
のように述ぺられている。
「製造設備が取り替えられたとすれば，発生すると期待される効率性の改
(24) Accounting Series Releases and Staff Accounting Bulletins, op. cit., pp. 
糾29,5123. 
88(536) 第 30巻第 6 号
表12 Dan River Inc.の取替原価情報（一部）
取替原価による売上原価の低減は次のものから成っている。
1. 原材料費の増加 $ (3,715) 
2. 仮定上の有形固定資産にもとづく低減
A.減価償却贅 (21,849) 
19,537 B.労務費
C.その他 9,696 7,3~ 
原価低減合計
出所： MelvinC. O'Connor and Gyan Chandra, op. cit., p.106, 
なお， （ ）中の数字は，原価の増加額を示している。
$ 3,669 
善あるいは維持修繕費のような営業費の低減については，それを測定する試
みを一切しなかった q なぜならば， これらの期待される節約は， SECによ
って規定されたガイドラインの下では，金額表示できないからである。しか
しながら，現在の水準の（減価償却費以外の）営業費は，設備の仮定上の取
(25) 
替えの結果として，相当に減少する見込みがあると予想することができる。」
このように，金額表示しなかった企業は，それをしなかったことの理由と，
原価節約の可能性について記述している。
原価節約が明確に合理的に保証される場合に限って，金額表示することを
求めているのがSEC規定の趣旨であり， SECスタッフの見解でもあるが，
この結果として，金額表示している企業とそうでない企業とが生じ，企業間
比較上大いに問題があったと言ってさしつかえないであろう。
皿取替原価データに伴う追加情報の開示の実態
取替原価情報の開示には，前述したように，取替原価にもとづいて算定し
た棚卸資産，売上原価，生産設備，減価償却費の金額データを開示するだけ
(25) Arthur Andersen & Co., op. cit., p. 50. 
SEC取替原価情報の算定方法および開示方法の実態（明神） （537)89 
でなく，その金額を算定するのに用いられた方法の記載や，利用者の誤解を
防ぐために必要と思われるその他の情報の記載をも行うことになっている。
これらのうち，取替原価データを算定するのに用いられた方法に関する実態
については前章で述べたので，ここでは，利用者の誤解を防ぐために開示す
ることが必要と考えられた追加情報に関する実態についてみていくことにす
る。
1. 取替原価データに関する注意文
SECは， ASR190において， 取替原価デークの性質について， 次のよ
うに述べている。「これらのデータを要求するに当って， 委員会は企業に対
し，正確には計算されえない原価の開示を要求していることを承知してい
る。これらのデークは，時間の経過とともに，また企業によっても異なるか
もしれない多くの仮定にもとづいて見積られねばならないし，また，硯時点
で標準化されうるほど完全には開発されていないテクニックの利用を通じて
見積られねばならない。この理由として，まず，現在取替原価は，各登録会
社の経済状況のフレームワークの中で見積られねばならないということ，ま
た，データを開発するに当っては，様々な個々の実際的環境に照らしてなさ
れねばならない困難な概念的判断ならびに実証的判断が存在するからであ
る。それにもかかわらず，委員会はこのようなデータは投資家にとって重要
かつ有用であり，別のやり方では入手することが出来ないと考えている。も
し，デークが適切に説明されていれば，デークの不正確さはミスリーディン
グにはならないであろうと感じている。委員会は，報告された成果に対する
物価変動のインパクトや，その他現在の経済状態を理解するのに投資家が役
立つであろうと経営者が考える情報を，要求ざれた開示に補足するよう奨励
(26) 
する。」このようにSECは，この取替原価データの作成には多くの仮定や十
分には開発されていないテクニックを用いて見積らねばならないので，正確
には計算されえない原価の開示を要求しているのであると自ら認めた上で，
しかしそれにもかかわらず，このようなデータは投資家にとって重要かつ有
(26) Accounting Series Release No. 190., op. cit., pp. 3424~3425. 
90(538) 第 30巻第 6 号
用であるとし，もしデータが適切に説明されてさえいれば，データが不正確
であってもミスリーディングにはならないであろうと述べている。そして，
この「データが適切に説明」されるためには， 「そのデータが合理的な基準
にもとづき，合理的な注意と誠実さをもって作成され，そして計算の基準と
(27) 
それらに固有の不正確さの点が開示されて」いることが必要だというのが
SECの見解なのである。さらに述べれば，このように合理的な基準にもと
づいて作成し，かつ誠実に開示されていれば，主観的判断や見積りにもとづ
くデータを記載した結果生じるかもしれない法的責任に関しても，登録企業
は保護されるとも SECは述べている。そして SECは，さらに一層この点
を明確にするために， 1976年12月9日に ASRNo. 203を発表することによ
り規則3-17に修正を加え， いわゆる「避難港」）レール ("safeharbor" 
(28) 
rule)を規定したのである。
表13は，取替原価情報を合理的な基準にもとづき作成はしたが，取替原価
を見積るのに伴うそれらに固有の不正確さについても開示するべく記載され
た利用者への注意文 (caveat)，いわゆる「利用上の注意」とも言うべきも
のの調査結果である。これによると，ほとんどの被調査会社は，取替原価の
見積りを，仮定にもとづいたものであり（被調査会社全体の89.24%，以下
(27) Ibid., p. 3428. 
(28) Accounting Series Release No. 203, "Disclosure of Certain Replacement 
Cost Data; Amendment to Regulation Sぶ”,December9, 1976, in Ace-
ounting Series Releases and Staff Accounting. Bulletins as of September 
J, (CCH, 1977), pp. 3475~3477. 
このASRNo. 203は， その取替原価情報が，（1）合理的な基準にもとづいて作
成されているか，あるいは，（2）誠実に開示されているものであるかぎり， 1933年
の証券法， 1934年の証券取引法， 1935年の公益事業持株会社法，あるいはそれら
の関連諸規定に定められている「重要な事実の不実な記載」，「重要な事実に関連
する虚偽あるいは誤解を生じさせるような記載」，「誤解を防ぐのに必要とされる
重要な事実の記載省略」あるいは「操作的，詐欺的または不正な方策，たくらみ，
計画，取引，行為，実務，営業活動あるいはだますための策略」にはあたらない
という「避難港」ルールを規定したものである。
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同じ），不正確で主観的判断にもとづいたものであり (87.34%）， 真の現在
価値を示していないし (71.52%），またこれらを，報告利益を修正するため
に用いられるべきでない (70.25%）と記載し， 投資家等に対して利用上の
注意を与えている。また，約半数の企業は， SECが要求した取替原価情報
は，企業に及ぼす物価変動の影響をすべて開示したものではなく，部分的な
ものであるにすぎないと記載している。これらの注意文は，産業別に見ても
ほとんど差異はないといって差しつかえないであろう。
例えば， TheBoeing Companyの Form10-Kに記載された取替原価
情報の中の「注意文」は， 以下のとおりである。少し長いが記載しておこ
う。
「当社は， SECの規定に準拠して 1976年12月31日硯在の一定の棚卸資産
および生産設備についての取替原価情報を算定した。ここに示された取替原
価データは， 当社の見解として， SECによって要求された情報の合理的な
概算値を表わしている。しかしながら，本来，データにはその見積りの過程
で相当な主観的判断をする必要があるため，不正確さを伴っている。それゆ
ぇ，資産取替えに対する経営者の意向を表わしているとか，資産が売却され
うる額を表わしているとか，また，将来発生するかもしれない原価を表わし
ているというように考えられるべきではない。 ・・・・・・・・・・・・・・・ （省略） ．．．．．． 
ここに開示された取替原価データは，当社の見解としては，先に述べたよ
うに合理的に見積られたものであるけれども，その見積手続には一定の仮定
と主観的な決定とが経営者によってなされることを必要とする。さらに，こ
のデータは，もし当該資産全休が1976年12月31日に取り替えられたならば生
じたであろう取替原価にもとづいている。生産設備を取り替えるための原価
が上昇し続けると仮定するならば，将来の取替えに要する実際の原価はここ
で表示された金額よりは大きくなるであろう、。そのうえ，取替原価の見積り
には，硯存する生産設備の再配置，統合，あるいは取替えに関連して生じる
多くの他の費用を考慮していない。このような追加的費用への考慮の結果に
よっては，取替原価の見積額のみならず，この開示において想定された生産
SEC取替原価情報の算定方法および開示方法の実態（明神） （541)93 
設備取替えの方法も大幅に改められるかもしれない。
もし当社の生産設備が上記の方法で取り替えられたならば，減価償却費以
外の多くの費用もまた変化するであろう。例えば， 直接労務費， 修繕維持
費用役費等のような原価の変化は，正確には数量化できないけれども，こ
のような営業原価の現在の水準は，仮定した取替えに伴う全般的な効率増進
の結果として，減少すると想定することは合理的である。
開示された取替原価情報は，会社の報告純利益に対するインフレーション
の影響を計算するためだけに用いてはならないし，また用いるべきではない
というのが経営者の見解である。そのうえ，見積計算において要求される主
観的判断およぴそれに伴う不正確さのために，この開示された取替原価デー
(29) 
タは，当社の競争相手のそれとは比較できないかもしれない。」
このように， TheBoeing Companyは，取替原価データを合理的に見積
ったけれども，その見積りの手続には一定の仮定と主観的判断とを必要と
し，したがってデータの不正確さは避けられえないものであると述べ，それ
故同業他社との比較可能性についても問題があると記載している。さらにま
た，このデータは将来の実際の取替えに要する原価を表わしているものでな
いと述べるとともに，資産の仮定上の取替えにもとづく営業効率から生じる
原価節約の可能性にふれている。また，このデータを報告純利益を修正する
ためだけに用いるべきでないとも記載している。
このような注意文を開示文章の中に含めているのは，利用者の誤解を防ぐ
のに必要なためであることはもちろんであるが， 「誠実な開示」を行ってい
ることを示そうとしたためでもある。つまり， SECによって要求されたとは
いえ，不正確で主観的な情報の作成・開示を行った企業としては，この「注
意文」を記載しておくことにより，法的責任にさらされることに対し，「避
(30) 
難港」ルールによって免責されると解釈したためであろう。
(29) Arthur Andersen & Co., op. cit., pp. 34~36. 
(30) J. W. Frank, T. F. Kealey, G. W. Silverman, The Effects and Useful-
ness of Replacement Cost Disclosure, Financial Executives Research 
Foundation, 1978, p. 38. 
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取替原価情報の中には， 上記の注意文以外に， 経営者が知っていること
で，利用者の誤解を防ぐための，あるいは利用者にとって有用であると信じ
る情報を含めてよいことになっている。例えば， ArthurAndersen会計事
務所の調査によると，原価の変動と販売価格の変動との間の従来からの慣例
的な関係について言及している会社は50%，環境の影響，例えば，生産設備
の取替えにあたって予想される法的な喋境規制等による困難やそれに伴うコ
スト等について言及している会社は26彩，料金決定に及ぽす影響について述
べている会社10形，インフレーションに関する追加的補足情報，例えば一般
購買力単位による物価変動修正情報等について述べている会社2%，重要な
設備（全資産の10％以上）について取替予定がないという旨を記載した会社
が7%，償却済資産の影響に関するものが12彩，業種別の協会の援助にふれ
たもの6彩， SECの規則を引用したもの 20%， そして中古設備との取替え
(31) 
について述べたものが 3%となっている。
2. 取替原価情報の対象となった項目の取得原価
と財務諸表示額との調整表
取得原価主義にもとづく財務諸表には計上されない項目であるが，取替原
価データに含められるもの（例えば，資産として計上されないファイナンス
・リース）とか，取得原価データの中には含められているが，取替原価デー
タからは除かれるもの（例えば，土地，そして 1年間だけの除外事項である
が，鉱業を営む企業の鉱物資源資産や，北米大陸及び EEC諸国以外の地域
に存在する資産，あるいは，耐用年数経過時に更新する予定のない資産）が
ある。この場合に SECのスタッフは，それらの金額が重要である場合に，
利用者が取得原価デークと取替原価データとの比較が可能となるように，調
(32) 
整表を作ることを奨励している。この調整表は，連結財務諸表に表示されて
いる取得原価データについて，取替原価データ算定の対象となったものとそ
うでないものとを区分して表示し，取替原価算定の対象となった項目の取得
(31) Arthur Andersen & Co., op. cit., p. 13. 
(32) Staff Accounting Bulletins, op. cit., pp. 5138~5139. 
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原価額に調整しようとしたものである。例えば， Kimberly-ClarkCorpora-
tionでは，前頁のような調整表を作成し，開示している。この場合，加算さ
れているものは財務諸表には記載されていないが，取替原価データ算定の対
象となった項目であり，減算されているものは，取替原価デーク算定の対象
とならなかったものである。この表の末尾の取替原価算定の対象となった項
目の取得原価額は，取替原価データとともに比較形式で記載されている取得
原価額（例えば， 84,85頁の表9,10を参照されたい）と一致しているのである。
さて，このような完全な調整表を作成した会社は， RC開示調査によれ
ば，被調査会社の80.59％にのぼり， 部分的なものを作成した会社は0.63%
となっている。そして，このような調整表を作成する必要がなかった会社は
6.75形であった。しかし，財務諸表表示額と，取替原価算定の対象となった
項目の取得原価額とが一致していないにもかかわらず，この調整表を作成し
(33) 
なかった会社は12.03彩となっている。
3. 株主向アニュアル・リポートでの取替原価データ開示の状態
ASR 190で要求された取替原価情報は， SEC向財務諸表の補足的デーク
として開示することを要求されたものであるが，この取替原価デークは株主
向アニュアル・リボートの中でどのように開示されたかという問題がある。
表15が示しているように， 大多数 (90.7%) の会社は， 株主向アニュア
ル。リボートの中で，取替原価デークを SEC提出用報告書のものよりも簡
略に記載している。特に， 87.6％の会社はその中に数値をも記載していな
い。 SEC提出用報告書とまったく同じ情報を株主向けに開示したのは， ほ
んの7.2％にすぎない。また，この情報をまったく記載していない会社もあ
る。
1934年証券取引法では，株主向アニュアル・リポートに記載されている財
務諸表は， SEC提出用報告書に記載されている財務諸表と重要な差異のな
(34) 
いよう要求しているのであるが， しかし， この取替原価情報開示に関し，
(33) Melvin C. O'Connor and Gyan Chandra, op. cit., pp.106~107. 
(34) Staff Accounting Bulletins, op. cit., p. 5123. 
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表15 株主向アニュアル・リポートでの
取替原価開示の状態 (RC開示調査）
1. SEC提出用報告書のものとまったく同じ......…………… 30社 7.2彩
2. SEC提出用報告書のものを簡略にしたもの
A. 数値を伴なったもの••...．．...．．．．..．...．．．．．．．．．...．．．.....．．．.. 13 
B. 数値を伴なっていないもの……………………………•••367
3. その他のクイプ・．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 6 
4. アニュアル・リボートには記載してし＇ヽない………………••• 3 
419社
3.1 
87.6 
1;4 
0.7 
100.0彩
なお，調査時点で被調査会社 47~とのうち 5既Kのアニュアル・リポートは入手でき
ていなかった。
出所：MelvinC. O'Connor and Gyan Chandra, op. cit., p. 78. 
SABでは次のように述べている。 「規則により要求されている特定のデー・
クは，会社の10-Kリボートを利用すると思われる専門的知識を有する投資
家や職業アナリストによって，主として利用されるであろうと考えている。
それ故，このような情報のすべてを株主向アニュアル・リボートの中に必ず
しも含める必要はないというのが，我々、スタッフの考えである。財務諸表の
注記として，登録会社に対する個別の財や用役の価格変動の影響に関する概
括的な説明を付し，かつ10-Kに記載されている取替原価デークを参照すぺ
き旨の記載をしているならば，それで十分であろう。このような概括的な説
(35) 
明には，必ずしも特定の数量デークまで記載する必要はない。」と。 もちろ
ん， SEC向けの取替原価デークとまったく同じデークを株主向けのアニュ
アル・リボートにおいても開示することが望ましいというのが， SABの基
本的立場である。 しかし， SECが要求した取替原価情報は，主として専門
家が利用すると考えられるので， 株主向けのアニュアル・リボートの中に
は，企業に及ぼす個別価格変動の影響についての概括的な説明（必ずしも取
(35) Ibid., p. 5123. 
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替原価数値を記載する必要はない）と，もし株主が必要とするならば， 10-
Kリボートを参照してもらいたい旨の記載があれば，それでも十分であると
いうのが SECスタッフの見解である。そしてさらに， SABにおいては，
先の文章に続いて， SECスタッフが結構であると考える 2つの公認会計士
事務所が起草した株主向アニュアル・リボートヘの記載例（概括的なもの
(36) 
で，数値の記載のない例）の引用まで行っている。
例えば，株主向アニュアル・リボートで開示された取替原価情報の中でも
最も短いものの一つと思われる GeneralMotors Corporation の開示は次
のようになっている。
「SECの規則に準拠して，当社は， SECに提出した Form10-Kリポ
ートの中に，世界的規模の棚卸資産，生産設備，売上原価，減価償却費につ
いての一定の見積取替原価情報を記載している。この情報を入手したいと希
望する株主は， 1頁に記載の要領で Form10-Kの写しを申し込んで下さ
ド？」
アンケート調査によれば，大部分の会社 (83.4彩）は，この取替原価情報
を，株主向アニュアル・リボートの中で脚注として開示しており，わずか 5
彩の会社が別個のセクミィョンに開示している。そして10形の会社は，株主向
(38) 
アニュアル・リボートの中で開示を行っていないのである。
w．取替原価情報の履行費用
これまでは，取替原価情報の算定方法ならぴに開示の状況について検討し
てきた。そこでは，例えば，等しく取替原価の算定といっても，それを算定
するのに種々の方法（技術）があり，棚卸資産の場合には先入先出法や直接
評価法等，売上原価の場合には後入先出法や内部指数法，生産設備の場合に
は外部指数法や直接評価法（建物の場合には単位評価法）が非常に良く用い
(36) Ibid., p. 5124. 
(37) Arthur Andersen & Co., op. cit., p. 52. 
(38) Melvin C. O'Connor and Gyan Chandra, op. cit., p. 164. 
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られた方法であることがわかった。
NAAのアンケート調査によるならば，このような取替原価算定方法の選
択に影響を及ぽした事柄として，回答者の76％は「費用をできる限り少なく
すること」であるとし， 「ASR190存続の可能性」の58％や，「取替原価の
(39) 
外部からの利用の可能性」の45％を上回っている。つまり大部分の会社は，
最も原価効率のよい方法 (acost-effective manner) を選択し，適用する
ことによって，履行費用を引き下げる努力をしたのである。ある会社は「我
は々， ASR190を真剣に考え， そして誠実に履行するよう試みた。 しか
し，我々 は， 費用を計算に入れてそのように行ったのである。」と述べてい
茫
種々の算定方法の中で最も原価効率の良いのは，先入先出法や後入先出法
を除けば，指数法（外部指数法および内部指数法）であると一般に理解され
ている。ある調査によると，取得原価で算定された資産の額の43％は指数法
を用いて取替原価額が算定され，他の直接評価法，単位評価法，機能的評価
. (41) 
法によって評価された資産のほぼ2倍に適用されたことが指適されている。
また，本稿で主として取り上げてきた NAAの実態調査でも， 先に述べた
；うに，先入先出法や後入先出法や指数法が多く用いられていた。このよう
な事実は，原価効率の良い方法を選択することによって，できる限り履行費
用を引き下げるという経営者の意図を反映していると思われるのである。も
ちろん，ただ費用が低ければ良いというのではな<,「ASR190存続の可能
性」や「外部からの利用の可能性」も考慮に入れて取替原価の算定方法を選
択した会社が被調査会社のほぼ半数あったということは，取替原価の算定を
真剣に，誠実に履行する努力がなされたということも物語っていると思われ
る。
さてそれでは，このような履行費用はどれだけかかったのであろうか。
(39) Ibid., pp.161~162. 
(40~ J. W. Frank, T. F. Kealey, G. W. Silverman, op. cit., p. 28. 
(41) Ibid., pp. 29~30. 
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表16のアンケート調査の結果に示されているように，規則を実施した初年
度の履行費用は，直接費（現金支出原価）の場合，加重平掏値で＄26,382で
あり，取替原価情報を開示する必要がなかったならば，別の営業活動のため
に費やされたであろう給料やコンピュータ時間等の費用（機会原価）は，加
重平均値で＄71,360であった。この合計額は＄98,042であり，別の調査 (Fi-
nancial Executives Research Foundationー ー以下 FERFという一ーによ
る調査）でも初年度の 1社当り平均は，やはり＄98,100という結果が出てい
(42) 
る。このように，直接費よりは機会原価の方が多額であるが，これは特に，
経営者および従業員の多くの時間が，例えば， ASR190の学習， SECでの
会合への出席，監査人や同業他社との相談， ASR 190を実施するための最
表16 1976年度（初年度）の ASR190の履行費用（アンケート調査）
1. 直接費 (out-of-pocketcost) 
項 目 I 回答数 回答会社 (512)に対する割合
＄ ゜ 18 4% ＄ 1,000以下 40 8 
＄ 1,001 ~ $ 5,000 113 22 
＄ 5,001 ~ $ 10,000 105 21 
$ 10,001 ~ $ 25,000 107 21 
$ 25,001 ~ $ 50,000 55 11 
$ 50,001 ~ $100,000 39 8 
$100,001 ~ $500,000 17 3 
$500,000以上 ゜ ゜回答なし，わからない 18 4 
合 計 512 
加重平均直接費は＄ 26,382である。
(42) J. W. Frank, T. F. Kealey, G. W. Silverman, op. cit., p. 25. 
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2. 機会原価（給料，コンピューク時間等，通常別の事業活動のために用いられる）
項 目 回答数 回答会社 (512)に対する割合
＄ ゜ 3 1彩＄ 5,000以下 33 6 
＄ 5,001 ~ $ 10,000 62 12 
$ 10,001 ~ $ 25,000 93 18 
$ 25,001 ~ $ 50,000 103 20 
$ 50,001 ~ $100,000 93 18 
$100,001 ~ $150,000 41 8 
$150,001 ~ $250,000 37 7 
$250,001 ~ $500,000 17 3 
$500,000以上 6 1 
回答なし，わからない 24 5 
合 計 I 512 
加重平均値は＄ 71,360である。
出所：MelvinC. O'Connor and Gyan Chandra, op. cit., pp.166~167. 
善の方法の決定等のために費やされたからであり，このため計画中あるいは
進行中の内部プロジェクトが， ASR 190実施のために延期されねばならな
(43) 
かったところもあったようである。
FERFの調査によると， 組織の規模や複雑さは履行費用の重要な要素で
はなく，むしろより重要なのは， SECの指示の受けとめ方，会社が所有し
ている記録の特徴，そして先にも述べたように，指数法やその他の有効な見
積方法を適用することに依存しているのである。そして，資本集約的企業の
方が，卸売・小売業，金融業，そしてその他のサービス業よりもより多く費
用がかかり，また運輸業や公益事業は，卸売・小売業やサービス業よりも費
(43) H. Perrin Garsombke, "A. S. R. 190: Implementation, Costs and Benefits", 
The CPA Journal, February 1切8,p.23. 
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(4) 
用が少なくなっている。
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初年度は，研究，計画，実験，プログラミング，訓練等のための重要な一
時的な費用がかかるが，それ以降の年度にはそれらはかからない。さらに，
2年度目以降，要求された仕事について関係者が非常によく習熟するが故
に，データのまとめはよりスムースに，能率的になるものと思われる。した
がって， FERFの調査によると， 2年度目以降の履行費用の見積合計は 1
社当り平均＄37,900になると予想できると述べている。これは初年度の39%
(45) 
である。
なお，企業は，取替原価デークを算定する際に，公認会計士のアドバイス
を受けたりすることがあるが， この公認会計士のサービスに開連する費用
は， 1976年の監査費用のうちの 0％から40％の範囲であり，平均して2.78%
(46) 
となっている。
V. おわりに
取替原価の見積りに当っては，一定の仮定や主観的判断を必要とする。例
えば， 将来の設備取替計画や取替に対する通常のアプローチについての判
断，グルーピングの決定，測定方法（技術）の選択，外部指数の選択，内部
(47) 
指数の作成等に経営者の判断は不可欠である。そして，測定方法（技術）の
選択については，取替原価額を誠実に算定する努力の重要な 1つであると，
多くの会社により捉えられたことはもちろんであるが，とりわけ原価効率を
考え，履行費用を低くおさえることのできる方法が選択されたということは
前述のとおりであり，注目すべきことであった。
我々は本稿を終えるにあたり，取替原価情報開示の形式面についての一定
の傾向に関しても若干述べておこう。先に述べたのは実質面における傾向で
(44) J. W. Frank, T. F. Kealey, G. W. Silverman, op. cit., p. 26. 
(45) Ibid., pp.27~28. 
(46) Melvin C. O'Connor and Gyan Chandra, op. cit., p.168. 
(47) 拙稿「前掲論文」 28~38頁。
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あるのに対し，これから述べることは形式面の傾向と言えるであろう。
1976年9月16• 17の両日， SECの取替原価諮問委員会の中のディスクロ
ージャー小委員会が開催され，そこでは， SEC職員と同小委員会委員とに
(48) 
よって取替原価開示についての4つの文例の雛形が作成された。その4つの
文例が SABNo.12として公表されており， SEC登録企業に対するガイド
として役立つよう意図されたものとなっている。
この4つの文例は，次のものから成っている。
例1．公益事業会社の場合
例2.指数法を使う世界的規模の製造会社の場合
例3.主に機能的評価法を適用し，基礎資料の中に原価節約をおり込んで
いる製造会社の場合
例4.種々の評価方法を採用し，基礎資料の中に原価節約をおり込んでい
(49) 
ない製造会社の場合
NAAの実態調査では，これらの文例と，企業の開示状況との関連につい
て次のように述べている。ほとんどの会社は「10-Kによる表示に当って，
(50) 
SAB No.12で提示された例を手本にしている。」と。そして， FERFの調査
においても， 「初年度に行われた取替原価の開示は， 形式面において類似し
(51) 
ており， SABによって例示された雛形と非常に相応している」と述べられ
ている。このことはとりわけ，前述した利用者への「注意文」に関して言え
るであろう。ほとんどの企業は，取替原価デークを表13に示されているよう
に「仮定的」であり，「不正確・主観的」であり，「真の硯在価値を示してい
ない」と記載しているばかりでなく，その文章表現の点でもほとんど SAB
の文例を手本にしたり，そっくりそのまま利用しているのを見ることができ
る。例えば，先に示した TheBoeing Companyの注意文の場合でも， 上
(48) Staff Accounting Bulletins, op, cit., p. 5144. 
(49) Ibid., pp. 5145~5155. 
(50) Melvin C. O'Connor and Gyan Chandra, op. cit., p. 113. 
(51) J. W. Frank, T. F. Kealey, G. W. Silverman, op. cit., p. 32. 
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記の例2，例3,例4の文例の表現を借りて記載している。
取替原価情報の算定及び開示には，企業の自由にまかされた部分が少なく
ない。例えば，その代表的なものは，原価節約の問題であろう。原価節約額
の算定は，規則や SABにおいて必ずしも強制されているわけではない。し
たがって，先の文例の場合でも例1では原価節約の程度を金額表示せず，・パ
ーセントで例示し，例2では「原価の低減については，一切その測定の試み
がなされていない」旨の記載をしているだけである。しかし，例3では，原
価節約額を金額表示するとともに，その金額を売上原価に反映させるために
売上原価を修正した例を示している。例4では，原価節約額の開示も，売上
原価への反映もなされていないが，原価節約が期待される旨や影響について
の記載例を示しているのである。このように， 4つの例のうちで金額表示し
ているのは例3だけである。表11に示されたように，金額表示していない
企業が約7割もあったという状況は， おそらく， この SABで示された文
例における金額表示例の少なさにも影響されたものであろう。先に示した
Ge~eral Motors Corp.の原価節約に関する文章の場合でも金額表示されて
おらず，例2およぴ例4にもとづいて記載されていると言って差しつかえな
いであろう。また，この原価節約については開示方法だけでなく，その処理
方法（例えば売上原価を修正するか否か）を判断する場合でも，この文例に
影響されていると言えるであろう。・なぜならば，この場合，処理方法いかん
によって開示方法が異なるからである。そしてさらには，この処理方法を判
断する時に，測定可能性の判断とともに，おそらく「履行費用をできる限り
少なくすること」の判断も加わり，金額表示する企業が少なかったと言いう
るのではないだろうか。
SECの指示，すなわち ASR190や SABの指示・考えを，会社がどの
ように真剣に受けとめたかによって，取替原価データの算定ならぴにその開
示の程度に影響を及ぽし，同時にその履行費用にも大きく影響を及ぼしたも
のと思われるのであるが，これまで述べてきたように，多くの会社は，誠実
に算定・開示するよう努力しつつも履行費用のできるだけ少なくてすむよう
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な配慮をしつつ，かつ， SABで示された取替原価情報の雛形（文例）に準
拠して作成・開示しているのである。多くの企業がこの雛形に準拠したこと
は， 「注意文」の場合と同様，情報利用者との争いを避けることをねらいと
したものと思われる。
ASR 190以前にも， いくつかの会社で時価の情報が開示されたことがあ
った。しかし，このように一定規模以上の SEC登録会社のすべてが，デー
タ作成の経験を積んだことは，そのもつ有用性に問題があるとしても，実験
の第1歩としての意義はあったと考えてよいのではないだろうか。 FASBの
Statement No. 33の109項において「SECの ASR190に規定された取替
(52) 
原価に関する要求により，データの測定について広範な経験を積んだ」と述
べられていることからも明らかであろう。
(52) F ASB, Statement of Financial Accounting Standards No. 33, op. cit., 
para. 109. 
